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■研究調査レビュー

都市と農山漁村との交流圏と島蝿地域

萩野誠（鹿児島大学法文学部）

１．はじめに

国士交通省九州地方整備局は，2002年４

月に『九州・新長期ビジョン～都市と自然，

アジアが身近な２１世紀のフロンティア九州

～』を発表した'･九州・新長期ビジョンは，

九州の地域特性を踏まえて，基本施策を３つ

あげている。①暮らしを守る国士と環境の保

全・再生，②自然と都市サービスを享受でき

る都市・自然交流圏づくり，③地域の活力を

支えるネットワーク型交流基盤づくり，が基

本施策である。

この基本施策のなかで，②であげられてい

る都市・自然交流圏については，「隣接する

都市圏と豊かな自然に恵まれた圏域を有機的

に結合させ，自然と都市機能を享受できる広

域的な都市・自然交流圏の形成を図ります｡」

と説明されている。ここで自然といわれてい

るのは，いわゆる農山漁村であり，福岡都市

圏と鹿児島市といった対向関係を指すもので

なく，福岡都市圏とその周辺地域，たとえば，

朝倉・秋月・糸島など，鹿児島市と知覧・桜

島などを指している。つまり，農山漁村とい

われる自然豊かな地域の自然を都市圏住民に

提供し，逆に，農山漁村の住民は，都市圏の

もつ都市機能の一部を享受するということで

あろう。

ところが，九州・新長期ビジョンでは，長

崎県の対馬・壱岐や鹿児島県の奄美群島など

も含めて議論がされている。これらの地区は

内陸部の宮崎県椎葉村などを含めて，宿泊交

流圏とされている。すでに，都市近郊の農山

漁村における交流圏については，萩野(2003）

で分析をくわえてきた。本稿では，この分析

を踏まえて，島1Mm地域における交流圏を考察

する。

さて，都市と農山漁村との交流は一部で成

功しているし，農山漁村の活性化の主要な施

策の一つになっている。都市圏で開催される

イベントにおける農山漁村からの産直即売や，

農山漁村の自然体験ツアーへの都市圏からの

参加などは，われわれの周辺でありふれた話

題となっている。このような現在の交流事業

は，都市住民にとってイベントやレジャーと

並列に比較され，受け入れられているが，農

山漁村住民にとっては魅力といったレベルで

はなく，地域振興の施策の一つといった観が

ある。

しかし，都市・自然交流圏構想は都市と農

山漁村との循環をイメージしているようであ

り，新しい関係性を地方につくりあげようと

いうものである。そこには，農山漁村に主眼

をおいた交流事業を展開しようというモチ

ベーションもみられる。ところが，このビ

ジョンに述べられるような，すでにある都市

と農山漁村との交流事業を超えたものを新し

い手段として設定できるかについては疑問が

多い。なぜなら，現在の交流事業は，特定地

域の限りある自然資源を利用するからである。

萩野（2003）では，そのような状況を踏ま

えて，これからの都市と農山漁村との交流は，

すでに実施されているさまざまな交流手段を

いかに選択し，効果的に運用する時期にあり，

効果的な交流手段であるのかないのかという

判断をおこなうための基本的なフレームを構
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自然環境と同列に論じられるものではない。

また，都市のもつ商業サービスの魅力は，た

とえば，福岡市の商圏の拡大として位置づけ

るべきであり，公共財から発するサービスで

はない。このように考えると，都市部の公共

財というものは，図書館・美術館・ホールな

どの文化施設や都市景観などに限定されたも

のになる。そして，その文化施設においても

利用料金を徴収するわけであり，準公共財と

いうことになる。

築した。本稿ではこの分析手法をそのまま島

蝋地域に応用することを試みる。

２．公共財からみた都市・農山漁村交流圏

２．１．都市の公共財と農山漁村の公共財

さて，都市・農山漁村交流圏を経済学的に

考える際に必要なツールはなんであろうか。

それは，農山漁村では公共財としての自然環

境であり，都市部では公共財としての都市

サービス機能である。公共財は，市場によっ

て取扱いができない財・サービスのことであ

ることはいうまでもない。公共財は，市場を

経由しない外部性を発生させるために市場に

よって供給することが不可能である。そこで，

国・自治体が提供することが前提となってい

る。

また，公共財には市場を経由しないために

金銭換算できず，設定するためには制度的に

設定しなければならないという特徴がある。

九州・新長期ビジョンにおける都市・自然交

流圏の「自然」という言葉こそが外部経済を

指しており，自然環境に人は価値を見出すが，

価格に反映されることは難しい。農山漁村の

外部性は，自然環境の豊かさから発する居住

条件の良さということができよう。

他方，都市の公共財については，一概に指

摘することができない。都市の外部』性は，居

住環境というよりも，都市サービスに起因す

ることが多いからである。都市サービスには，

教育・文化サービス，多様な商業サービスな

どがあげられる。これらが都市の魅力である

ことはいうまでもない。ところが，都市の公

共財は，都市居住者でないと提供されない

サービスや利用料金が設定されたものが多い。

農山漁村における自然環境のような現地に行

くだけで消費できるサービスというものは，

かなり限定される。訪れるだけで提供される

サービスは，都市景観や，文化サービスなど

に限定される。しかし，文化サービスについ

ても美術館入館料などを負担することがあり，

2.2．外部』性の評価制度

さらに，都市と農山漁村とは歴然として所

得格差があることはいうまでもない。これを

都市・農山漁村で公共財からもたらされる外

部』性・所得を比較したのが図１である。図１

では都市と農山漁村のそれぞれの住民一人が

獲得できる便益を示した。これは概念的な図

であり，数値的な裏づけのあるものではない

ことをことわらなければならない。しかし，

金銭換算という点からすれば，都市部の住民

が享受する所得十外部性はｗ農山漁村の住民

が享受している所得十外部性よりも高いこと

はいうまでもない。それは，都市のサービス

が－部有料化されており，それが金銭換算を

可能にしているからである。自然というもの

は金銭換算できないものだからである。

図１が成立するとするならば，都市と農山

漁村との交流圏を想定しても，都市への農山

漁村からの人口移動や経済依存という基本構

図は崩れることがないように思われる。つま

り，都市･自然交流圏といっても，それは都市

主導の経済圏を形成することに他ならないこ

とになる。経済的な要因での交流圏はこの点

で成立できないことになる。都市部への居住

の方がより多くの外部経済を享受するからで

ある。

では，都市主導の経済圏形成を阻止し，都

市と農山漁村との交流圏を形成するためには

何が必要なのだろうか。そのためには，図１
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で示した農山漁村での「住環境（自然)」を金

銭換算可能にする必要がある。住環境(自然）

は，純粋公共財であり，前述のように市場で

評価されるものではない。一般的に純粋公共

財の場合，警察や灯台などのように政府・自

治体が提供するしか方法がないが，自然は国

が提供するものではなく，すでに存在してい

るものである。したがって，環境悪化に対す

る環境保全，観光レジャー資源として限定さ

れた政府の介入がされてきた。これはいうま

でもなく，図１と同様に都市からみた自然

環境であったように見受けられる。

もし，都市と農山漁村との交流圏形成が今

後の国土計画のなかで必要とするならば，図

１の構図を打破するために，農山漁村の住環

境（自然）を公的機関が制度的に金銭換算可

能にする必要がでてくる。自然を金銭換算可

能にするということは，農山漁村に所得を発

生させる。都市と農山漁村との所得を含めた

便益が均衡するときに農山漁村は過疎から

脱却が可能になり，交流圏の安定的な関係が

実現される。そのためにも，農山漁村におい

て自然という外部性の評価制度が必要となる。

以下では自然という外部経済の評価制度を

政策手段として考察してみたい。すでにさま

ざまな取り組みで評価制度が形成されつつあ

る。

費用が限りなくゼロに近いということである。

よって，公共サービスを望む人々を排除する

ことはできない。唯一，限界費用を上昇させ

るのは，道路などでみられる混雑現象である。

公共財からのサービスが低下し，サービスを

低下させないためには，制度的に２名以上乗

車していない乗用車の通行禁止をうちだすか，
道路拡幅などの公共投資をおこなわなければ

ならないことになる。

自然という公共財においては，混雑現象が

発生したときに公共投資で補えるものでな

いことはいうまでもない。制度的になんらか

の規制をおこなわなければならない。ニュー

ジーランドなどの国立公園ではトレッキング

客を自然保護のために制限している。これは，

混雑現象に対する制度的な措置である。また，

わが国でも磯釣の場合，条件の良い瀬に渡る

ためには，瀬渡し業者が落札しなければなら

ない場合が多い。鹿児島県甑島はクロ（メジ

ナ）釣で有名であるが，瀬渡し業者の入札と

漁協の禁漁期間という制度を組み合わせてい

る。これを進めて地元漁協管理にすることに

よって，自然環境を金銭換算することが可能

になる。長崎県上五島も佐世保地区からの瀬

渡しが多いが，これを上五島地区の漁協管理

にすることは現行制度のなかでも可能である。

また，熊本県の白川水源も水源保全という名

目で協力金を徴収しており，環境をもとめて

きた観光客が拒否できない装置を作り上げて

いる。

2.3．外部性の評価制度と排除不可能性

公共財の特徴として必ず挙げられるのは，

追加された利用者に提供するサービスの限界

Ｉ
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農山漁村 都市

図１都市と農山漁村との外部性と所得
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（佐藤2002)。自然利用の目的を明確化す

ることは，自然を公共財から準公共財と認識

させ，外部』性の金銭換算を可能にする。これ

が実現できるならば，外部経済の評価制度に

よって小額の換算しかできない農山漁村でも

増幅が可能である。前掲の瀬渡し権利の制度

化も特定の利用をもとに成立しているもので

ある。この意味では，瀬渡しも利用の特定化

である。しかし，都市・農山漁村の交流圏を

形成するためには，ひとつだけの利用では無

理であろう。公共財を利用するにあたって複

数の特定利用を考え出す必要がある。

次に，イベントによる外部性の増加である

が，これは限定された自然利用さえも提起で

きない農山漁村においても可能な措置である。

すでに日帰り観光が主流となっている南九州

ではイベントと自然を組み合わせざるを得な

くなっている2．県内でのイベントは大差な

いものとなりがちである。そこで，差異をも

とめるならば，自然を組み込んだイベントに

せざるを得ない。鹿児島県指宿市の菜の花マ

ラソンは，参加者１万３千人のイベントであ

るが，各地でマラソン大会が開かれるなかで，

菜の花の景観がなければこれほどのイベント

となることはなかったはずである。

イベントは自然をつかうことで差別化がで

き，逆にそこの自然はイベントによって外部

性をより高く評価される。

排除可能という根拠を環境保全にもとめ，

金銭換算する手段は，すでにさまざまな形で

存在している。それが小額であっても金銭換

算できるということは，都市と農山漁村との

対等な交流の基礎になる。

このような外部経済の評価制度を設置する

ときに公的な関与が不可欠である。それは

自然というものが国民に帰属するからである。

例えば，狩猟の場合は，毎年登記料を県に納

めさせている。狩猟対象鳥獣捕獲に費用が発

生するのではなく，県民の財産である野生鳥

獣を取得するからである。登記さえすれば，

個人の土地であれ，禁猟地区でなければ，狩

猟はできる。自然という公共財に対する考え

方の一つが狩猟にあらわれている。

2.4．評価制度の増幅措置

評価制度が設置されたとしても，金銭換算

可能な部分は農山漁村によってそれぞれ異な

る。鹿児島県でも世界自然遺産の屋久島とそ

の隣にある種子島では，自然の評価が全く異

なる。自然の評価によって図１の構造を変化

させるためには，農山漁村部の少ない金銭換

算部分を増幅する必要がある。古くからの観

光地である阿蘇の大観望のように自然をみる

だけで充分に高く評価されるようなめぐまれ

た場所は少ないからである。

増幅の方法は①外部性を一般的な自然から

特定の自然利用にすること，②外部性をイベ

ントによって高めること，という２つの手法

が考えられる。

まず，外部｣性を特定の利用に限った自然か

らのものにすることであるが，先にあげた屋

久島でもトレッキングというエコツーリズム

で自然が評価されている。トレッキングが屋

久島の自然の評価を高めている。また，ス

キューバダイビングや前述の離島でのフィッ

シングなどは，これに該当する。さらに，グ

リーンツーリズムは，目的があっての旅行で

あり，金銭的換算可能な部分を増幅している

2.5．均質な交流圏の形成

図１で示した都市・農山漁村の所得・外部

,性の比較は，所得の不均衡をもとに描かれて

いる。永続的に都市と農山漁村との交流圏を

形成することをめざすならば，均質な所得・

外部性の形成をおこなわなければならない。

そのために農山漁村に外部,性評価制度を導

２平成14年度鹿児島県観光統計によれば，全

体の78.5％が日帰り客（県内県外客含む）と

なっている。
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入することが必要だと論じてきた。これは外

部性のみによってだけでなく，実は雇用を通

じて都市と農山漁村との所得格差の是正まで

を可能にする。図２は，外部`性評価制度が所

得格差を縮小させる構造を図示したものであ

る。

外部性評価制度による協力金・利用料など

は，自然環境保全の名目で使用される。これ

は保全という雇用を生み，所得格差是正の一

助となる。また，外部』性評価制度を増幅させ

る２つの方法は，それぞれ雇用を発生する。

たとえ臨時的な雇用であっても，第１次産業

に従事しながらの雇用を前提にすれば，所得

増につながる。

外部性導入制度および増幅方法は，すでに

農山漁村で－部実施されている。つまり，自

然が公共財という認識に立ち，外部』性評価制

度という公的介入を認める立場である。都

市・農山漁村交流圏を真剣に形成するならば，

国や自治体は，この外部性評価制度形成に積

極的に介入しなければならない。民間活力は

増幅方法に活用すればよいが，外部`性評価制

度には公的な介入が一部であれ必要なのであ

る。

３．島喚地域での公共財と観光産業

3.1．島唄地域の公共財と移動費

では，島蝿地域での公共財をどのように考

えたらよいのだろうか。前掲の図１と同じ構

図が描けることはいうまでもないが，ここに

遠隔地ゆえの移動費（交通費）が大きくかか

わってくる。都市近郊での交流圏ではなく，

島唄地域では島蝋であるだけで移動費がかさ

むことになる。移動費を前提とした釣りなら

ば一部の交流も形成できるだろうが，島唄地

域は移動費という壁にさらされることになる。

また，都市部への移動も高い移動費により，

困難となっている。つまり，島唄地域では，

交流という概念自体が成立しがたい。

従来の構図では，都市部から島唄地域の移

動は観光産業が担うものであり，逆も都市

サービスを楽しむという点で観光の一つであ

露繍鐘いう鎖
つく-つ

三iHilMi扇lJiiiliili急
図２外部性評価制度を導入した交流圏
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ｌをながめると，農山漁村における自然とい

う公共財を金銭換算可能にすることが必要と

なる。金銭換算制度を産業化したものが観光

産業そのものである。しかし，現在奄美群島

の観光は低迷している。これを克服するため

には，公共財を細分化し，利用目的を複数形

成するという努力が必要となる。

一時期，沖縄のリゾートブームに脚光が集

まり，奄美群島でもそこに関心をよせていた。

しかし，リゾートというものは巨額の設備投

資が必要であり，公共財ではなく，民間施設

のサービスを享受するものであるという認識

は薄かった。昨今のリゾートやアミューズメ

ントパークの不振の根源には民間施設のサー

ビスである点がある。公共財から分離しては

じめてリゾートは成立するのである。

したがって，あくまでも遠隔地での公共財

を基点として１対多の関係を構築するとする

ならば，第一に金銭換算制度を設置し，地元

に資金を還流させなければならない。さらに，

増幅効果を狙ったさまざまな公共財の利用方

法の拡大やイベントを企画しなければならな

い。ただし，その効果は１対多の関係である

ので，都市近郊ほどの効果は期待できない。

効果が拡散してしまうわけである。

このなかで観光産業は特殊な機能をもつと

いってよいだろう。観光産業は制度的な金銭

換算装置に代わった民間の装置である。した

がって，観光産業を中心に公共財の利用方法

の拡大を図る必要がある。

奄美群島にはすでに観光産業という金銭換

算制度が存在しているが，公共財の利用につ

いては真剣に考えられてきたとは思われない。

現在奄美大島のエコツアーとして，カヌー

ツーリングや金作原ツアーが開発されている

が，公共財利用という形での金銭換算がなさ

れた結果とはいえない。

現在のように観光産業まかせではなく，

より公的な制度の確立がのぞまれる。たとえ

ば，エコツアーガイドの認定やツアーサービ

る3゜つまり，交流という形での生活に根ざ

した定常の交流圏ではなく，構図自体がイベ

ント的な'性格をもつものとなっている。

3.2．金銭換算可能性と観光産業

図１の構図そのものがイベントとなる島蝋

地域では，交流圏を考えるときに，１対１の

関係から１対多の関係に見直さなければなら

ない。都市近郊の交流圏の場合，都市部が特

定され，そのうえで都市をターゲットとして

1対１の関係を形成する。したがって，１対

１の関係を複数かつ継続的に形成できれば交

流圏となる。島蝋地帯の1対多の関係では，

複数の都市部から島蝋地帯への関係，島峨地

帯から複数の都市部への関係というものが前

提となる。奄美大島空港からの空路が，東

京･大阪･鹿児島･沖縄と複数の直行便をもっ

ていることがこの関係を示すだろう。たとえ

ば，上五島・対馬は，空路で長崎と福岡，壱

岐は長崎となっている4.

1対多の関係は，従来ながらの観光地その

ものの関係である。島蝋地帯の場合，交流と

いうよりも観光などの集客力で考えた方がよ

いと思われる。観光産業振興では，都市部に

宣伝活動をおこなったり，旅行代理店に売り

込むという方法で島外からの入込み客を増加

させる手段が繰り広げられてきた。それが一

時的な効果をともなうことはわかっており，

綿々と継続事業化しているが，観光産業の振

興につながっているとはいいがたい。

3.3．観光産業の方向転換と奄美群島

このような１対多の関係を前提として，図

３買い物については，通信販売，テレビ

ショッピング，電子商取引が遠隔地で都市部

への移動を妨げている。

４壱岐空港のＡＮＫ福岡便の撤退（1999年）

は，福岡からのジェットホイル就航の影響が

大きい。
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スの質の均質化などを公的な関与により整備

し，公共財サービスの確立が必要である。こ

れが島蝿地域で必要な金銭換算制度といえよ
う。

萩野誠（2003）都市と農山漁村との交流圏．

、Z汐czJssZbzz好lapez7smZbDzzozmbs

andSbcmﾉbgy（鹿児島大学経済学

会)．No.0301．

佐藤誠（2002）グリーンホリデーの時代一佐藤 リデーの時代．

４．観光を超えた１対多の関係確立

まだ，十分に煮詰めた議論を展開したとは

思えないが，少なくとも自然という公共財の

評価に都市・農山漁村との交流圏が依存して

いることはいえるだろう。しかし，島喚地域

では都市近郊の交流圏ではなく，１対多の関

係を構築することになる。観光産業が島喚地

域に存在する奄美群島の場合は，観光産業と

いう金銭換算制度が存在しており，これを有

効活用することが望まれる。また，それを側

面的に補助するものとして制度的な整備も望
まれる。

このように公共財から述べると抽象的に聞

こえるが，具体的にいえば，エコツーリズム

を中心とした新しい旅行客を呼び込むという

月並みなことに始終する。しかし，決して忘

れてならないのは，エコツーリズムは，自然

という公共財をライフスタイルにあわせて消

費するという点である。ただし，ライフスタ

イルにあわせる作業は個人ではなく，メ

ニューとして提供しなければ集客能力を発揮

できない。そのメニューにスローライフ・ス

ローフードなどが加わっている。

このことにより，１対多の関係を基盤とし

た複数都市との交流圏が形成可能になる。あ

くまでも自然は公共財という意識をもちつつ

観光産業振興を考えるときにきている。

岩波書店．
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